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平成 26 年 10 月 24 日 

SDNET-300 先見情報№49 
 

 

『就業構造・雇用環境の変化』 
 

就業構造の変化による経済・社会構造の変化を見ていく。中小企業・小規模事業者においては、厳し

い事業環境が予想される。中小企業・小規模事業者は、これらの外部環境の変化を踏まえた上で、中長

期的な経営戦略を立てて、実行していく必要がある。 

 

□製造業とサービス業の平均給与と給与所得者数の推移 
図は、製造業とサービス業

の平均給与と給与所得者数の

推移を示したものである。こ

れを見ると、2002 年から 2012

年にかけて、製造業では、平

均給与が 2 万円上昇する一方、

給与所得者数が 265 万人減少

している。また、サービス業

では、平均給与が 46 万円減少

する一方、給与所得者数が285

万人増加している。以上より、

相対的に給与の高い製造業で

は給与所得者数を減らしてお

り相対的に給与の低いサービ

ス業では、給与所得者数が増

加していることが分かる。 

 

 

□産業別の平均給与（2012年） 
図は、産業別の平均給与を示したものである。これを見ると、平均給与が最も低いのは、「宿泊業,飲食サ

ービス業」であり、次いで「農林水産・鉱業」、「サービス業」、「卸売・小売業」、「不動産業,物品賃貸業」、

「医療,福祉」と続いており、雇用者数が増加していた「医療福祉」分野についても、給与は平均を下回って

いることが分かる。 

 

 



-2- 

 
 

□首都圏の企業、高卒争奪戦 － 求人、1都3県で39％増 
来春の高校卒業予定者を対象にした企業の採用競争が首都圏で激化してきた。景気回復を背景に採用拡大

に動く企業が多く、各業種で人手不疋感が強まっている。高校生向けの合同企業説明会への参加希望も中小

企業を中心に殺到。計画通りの内定者数に満たない企業は採用活動を継続し、人材の確保を急いでいる。 

 

厚生野働省のまとめによると、首都圏 1都 3県（東京、神奈川、千葉、埼

玉）で来春の高校卒業予定者の求人数は今年7月末時点で計約5万800人と、

前年同期比 39％増だった。2011 年 7 月末時点（約 2万 5500 人）に比べて倍

増した。 

今年 7月末時点の求人数を都県別にみると、伸び率が最も大きいのは千葉

で、県ハローワーク別では成田空港を抱える成田が 63％増、大規模工場に

近い木更津（54％増）や千葉南（53％増）も大きく伸びた。 

千葉以外も埼玉が 45％増、東京と神奈川がともに 36％増を記録し、軒並

み前年実績を大きく上回った。 

全国ベースで高校新卒者の産業別求人状況を見ると、製造業が最多で、建

設業や医療・福祉が続いた。伸び率は建設業（51％増）、運輸業・郵便業（46％

増）、卸売業・小売業（45％増、製造業（38%増）などが目立った。製造・建

設現場やトラック運転手など、人手不足感が強い業種の伸び率が高い。 

 

（出典：中小企業白書 2014 年度、2014 年 10 月 22 日間日本経済新聞、総務省労働力調査一部加工） 


